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図-1   新千歳空港地下道 
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現在、大規模地震によって想定されている空港機能への障害が地域経済活動等に甚大な影響

を及ぼさないよう、全国各地の拠点空港において空港施設の耐震検討が進められている。新千

歳空港においては、平成 19 年度から学識経験者等を委員とした「新千歳空港耐震技術検討委員

会」を開催し空港土木施設の耐震対策事業を推進しているところである。平成 20 年度には既設

地下道(2 連ボックスカルバート構造)の耐震補強工事を実施した。 
本報文では、既設地下道を耐震補強する目的で採用した新技術ポストヘッドバー(以下、PHb

と略す)工法の実施内容および積雪寒冷地での施工方法について報告する。 
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1.  はじめに 

 新千歳空港の滑走路・誘導路等の基本施設直下には、

道路・河川・鉄道等のボックスカルバートやその他土木

施設が多数埋設されており、大規模地震により被災を受

けた際には、空港機能だけでなく地域経済活動に与える

影響は甚大である。しかし昭和48年に新千歳空港の設置

が告示されて以降、空港整備が本格化した頃の初期の施

設(例えば昭和50年代に整備された函渠等)は、活断層直

下型の大規模地震を想定した耐震性能の照査がなされて

いない状況であった。このため平成19年度に学識経験者

等を委員とする「新千歳空港防災拠点ありか方検討委員

会」「新千歳空港耐震技術検討委員会」において災害時

における空港の役割、災害時に空港が確保すべき機能お

よび耐震照査のためのレベル2地震動の算定方法などに

ついて議論が交わされ、土木施設の耐震照査で必要とな

る各種検討がなされた。耐震照査の結果、複数の土木施

設が被害を受けることが判明したことから、平成20年度

に既設地下道(2連ボックスカルバート)の耐震対策をお

こなうこととなった(図-1)。そして、具体的な耐震対策

工法を検討した結果、経済的かつ施工性に優れている新

技術ポストヘッドバー(以下PHbと略す)工法を採用した

が、同工法の施工実績は少なく、さらに積雪寒冷地での

施工実績が全くない状況であったため、工事施工者とと

もに施工方法を検討した。 
本報文では、このような状況で施工した既設地下道に

おけるPHb工法の実施内容および積雪寒冷地で初めて実

施した防寒養生の施工方法について報告するものである。 

2.  地下道の耐震照査結果とPHb工法の採用  

(1)   地下道の耐震照査結果 
 地下道は昭和54年に設計され昭和55～56年に建設され

た比較的古い施設である。耐震照査の結果、レベル2地
震動により地下道の中壁および側壁においてせん断破壊

することが確認された。この結果は、設計当時想定して

いた地震力よりも大きくなったこと、およびコンクリー

トの許容せん断力を大きく見込んでいたことにより、地

下道にはせん断補強鉄筋が配置されていなかったことが

要因であった。一方、耐震対策を必要とする既設構造物

に対して、せん断耐力を増加させるための工法はいくつ

か存在するが、地下道や地下鉄トンネルのような地下構

造物の場合では、構造物周辺は地盤であり、そのほとん

どが供用中であることが想定されるため、適用できる工

法が限定される。そこで、地下道の耐震対策工法は、空
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図-4  PHb工法の施工状況 

(a)   歩道での施工状況 (b)   ﾎ゚ ｽﾄﾍｯﾄ ﾊ゙゙ ｰ(D22) 
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赤：耐力超過応答値

緑：補強前耐力
青：補強後耐力

図-2   せん断耐力応答値の結果 

)

図-3   PHb工法の施工方法 

港制限区域内でかつ供用中の施設であることを勘案し、

以下の段階を経て選定した。 
a)薬液注入で地盤を改良する方法 

構造物周辺地盤を改良することにより地盤の変

形を抑制し、部材への影響を低減させることによ

って部材応答値が小さくなることを期待する方法 
b)部材を増厚する方法 

中壁・側壁がせん断破壊を生じさせる原因の一

つに部材が曲げ変形することによりせん断力が発

生していることが照査の結果から明らかであるた

め、壁厚を増大させることによって部材剛性を高

めると同時にせん断耐力を増加させる方法 
c)部材にせん断補強鉄筋を追加する方法 

不足しているせん断補強鉄筋を構造物に直接追

加することによってせん断耐力を増加させる方法 
 これらを検討した結果、a)については、部材応答値の

低減が可能であるが、構造物自体のせん断耐力が確保で

きない結果となった。またb)については、地下道内空の

建築限界を一部阻害して部材を増厚した検討をおこなっ

ても、必要とするせん断耐力が確保できない結果となっ

た。c)については、不足するせん断補強鉄筋を壁内部に

追加することにより、必要とするせん断耐力が確保でき

る結果となった(図-2)。したがって、c)が唯一せん断耐

力を確保できる方法であった。 
 
(2)   PHb(ポストヘッドバー)工法の採用 
既設構造物に対してせん断耐力を増加させる方法は、

従来、壁を削孔により貫通させた後、壁両面を鋼板で挟

み鋼棒で定着固定する方法などがある。しかし地下道側

壁の背面が地盤となっていることから、中壁においては

鋼板を挟む補強が可能であっても、側壁での適用は一旦

側壁背面を掘削により露出させる必要が生じる。また地

下道上方で供用している誘導路を閉鎖しなければならな

いため、空港の供用性および経済性に不利な方法となる。

そこで、側壁に対する補強方法を調べた結果、既設構造

物の内空側から直接施工でき、かつせん断耐力のみ増加

可能な新技術PHb工法があることが分かった(図-3)。 
 PHb工法は、異形鉄筋(D16・D19・D22)を使用した新

技術である。平成17年に建設技術審査証明を受けており、

現在、NETIS技術として登録されている(平成21年6月登

録完了)。また同工法の適用範囲の拡大を図るため、D25
およびD29の性能試験を実施し、その有用性を確認して

いる1)。 
 PHb工法の最大の特徴は、ポストヘッドバーを既設構

造物の内空側から直接挿入することにより、せん断耐力

のみを増加させることにある。例えば、壁増厚工法では、

壁増厚によりせん断耐力と同時に曲げ耐力も増加される

ため、せん断破壊が先行しないケースもあり得るが、

PHb工法では、せん断耐力のみ増加させることが出来る

ので、せん断破壊が先行するような補強の検討が容易と

なる。一方、同工法の施工性については、専用の削孔機

械がコンパクトであるため、大がかりな仮設は不要で、

かつ狭い空間で任意の方向にPHbの挿入が可能である。

地下道側壁の施工では、歩道幅内で施工が出来たため、

車道の規制は不要となった(図-4)。また1箇所当たりの削

孔径がφ80mmと小口径であったため、空港関連施設と

直結している複数の既設高圧電気ケーブル等を移設する

ことなく一連の施工が可能となった。経済性については、

鋼板を挟むような従来工法と比較した結果、約43％のコ

スト縮減が図られた。 
以上のように、PHb工法は、施工性および経済性にお

いて優れていることから、地下道の耐震対策工法として

採用することとなった。しかし施工実績は工事発注時点

(平成20年8月)で工事件数が13件、施工本数は8,168本であ

り、北海道での施工実績は0件であった。また地下道の

補強で必要とするPHbの施工本数は12,288本であり、同

工法の施工実績を上回る本数であった。さらに積雪寒冷
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図-5  低温練混ぜ試験の様子 

(a)   氷を用いた低温試験 (b)   練混ぜ温度確認状況 

表-1  低温練混ぜ試験の結果(充填材料) 

図-6  電熱ヒータ(200mm×200mm) 
(a)   発熱側 (b)   背面側 

図-7  冷凍コンテナによる試験施工 

地での施工方法については、前例や知見がなかったため、

現地施工においては、別途検討が必要となった。 
 

3.  積雪寒冷地におけるPHb工法の施工検討 

 PHb工法は特許工法であるため、特許に関わる施工方

法を容易に変更することができない。またPHbを既設構

造物に定着させるために用いるセメント系充填材料は、

専用材料の使用を推奨しており、+5℃以上での使用を

条件としているが、具体的な防寒養生の方法について

は規定されていない。このため、専用材料の低温特性

や防寒方法を把握する目的で(1)から(5)の検討をおこな

い、積雪寒冷地における防寒養生方法と品質管理基準

を定めることとした。 
 
(1)   セメント系充填材料の低温特性把握 
セメント系充填材料(以下、充填材料と略す)の温度性

能は、カタログ2)に記載されており、材料混合時におけ

る練混ぜ水の標準温度は、+30℃、+20℃および+5℃とな

っている。外気温度が常時+5℃を下回る冬期間において

+5℃の練混ぜ水を現場で使用することは、強度低下を招

く虞があるため、練混ぜ水の標準温度を+20℃と定める

こととした。しかし現場での練混ぜ作業開始から施工終

了までの一定時間、充填材料は低温下におかれることが

想定される。そこで、充填材料の温度が外気によって低

下してしまう状況を想定し、充填材料を氷によって強制

的に温度を降下させる簡易的な低温試験をおこない、そ

の影響について圧縮強度およびフロー値で確認すること

とした(図-5)。ただし、この低温試験では恒温室が確保

できなかったため、外気温度約+20℃の下で実施した。 
試験結果を表-1に示す。表-1より圧縮強度およびフロ

ー値はカタログに記載された参考値と同等であった。ま

た、氷により充填材料周辺温度を30分間+4℃以下とした

が、材料自体の温度低下が+14℃前後で停滞し、自己発

熱により材料の温度は低下しにくいことが確認された。

この結果から、充填材料の練混ぜ水を標準温度+20℃と

し、練混ぜから充填終了までの時間を30分以内と定めた。 
 
(2)   防寒養生の検討 

PHbを既設構造物に定着させるためには、充填材料の

圧縮強度が発現されるまでの一定時間、防寒養生が必要

である。しかし、歩道での限られたスペースではシート

囲いの設置が困難であった。そこで、電気毛布やカーペ

ットに使われているパネルヒータを応用した電熱ヒータ

を特注し、防寒養生に用いることとした(図-6)。そして、

充填材料の練混ぜから養生完了に至るまでの一連の作業

を-15℃の冷凍コンテナ内部でおこない、電熱ヒータの

防寒性能および充填材料の圧縮強度を確認する試験施工

をおこなった(図-7,図-8)。試験施工では各所の温度状況

を把握するため、熱電対温度計を設置した。試験条件は

a) からc)のとおりである。 
a)冷凍コンテナ内温度 

   施工箇所(千歳市美々)における過去3年間の日最

低気温が平均-14.9℃であったことから、冷凍コンテ

ナ内温度を-15℃と設定した。また外気温-15℃での

施工を想定し、充填材料の練混ぜから充填および

電熱ヒータの設置までの一連の作業を-15℃の冷凍

コンテナ内で実施した。 
b)試験施工用ブロック寸法 

   地下道の中壁(t=800mm)は、両壁面ともに外気温

の影響を受けることから、両面から冷却される条

件を設定し、試験施工用ブロックの両面を露出さ

せ、他の面を断熱材で覆った。また、PHb1箇所当

たり外気温の影響を受けると考えられるコンクリ

ート表面積を設定し、試験施工用ブロック寸法を

350mm×350mm×650mmとした(図-8)。 
c) 孔内寸法 

中壁における充填材料の注入量と同等な内空体

積となるよう、孔内寸法をφ50mm×550mmとした。

また、試験施工用ブロック内に注入される充填材

料の圧縮強度試験用の供試体4個(半日養生,1日養

生,3日養生,28日養生)が採取できる寸法とした(図-8)。 

3日 28日

カタログ値 +20℃ +20℃ 190±20mm 40.0N/mm 62.2N/mm カタログ値は参考値

低温試験値 +20℃ +20℃→+14℃ 187mm 39.1N/mm 58.1N/mm
氷により練混ぜ温度を
強制的に低下させた

備考
練混ぜ温度

(℃)

圧縮強度
(N/mm)練混ぜ水温度

(℃)
テーブルフロー値

(mm)

氷 

充填材 
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図-8  試験施工用ブロック(350mm×350mm×650mm) 

図-9  電熱ヒータによる試験施工における各所の温度 

図-10  試験施工における充填材料の圧縮強度 

試験施工における各所の温度状況を図-9に示す。練混

ぜ水温度を+20℃として充填材料を孔内に充填したが、

試験施工開始後、孔内温度は時間とともに降下し、約12
時間で材料の使用条件+5℃を下回る結果となったため、

試験施工を打ち切った。また試験施工後、試験施工用ブ

ロックから供試体を取り出し、充填材料の圧縮強度試験

を各材齢でおこなった。試験結果を図-10に示す。圧縮

強度は材齢3日で17.4N/mm２となり材齢28日で24.6N/mm２

を示した。材齢28日の強度はカタログに記載された強度

よりも約60%低下しており、強度低下は低温の影響を受

けたものと考えられる。一方、工事仕様書によれば、寒

中コンクリートの養生について「著しい気象作用を受け

るコンクリートの養生終了時の所用圧縮強度の標準

(N/mm2)(開発局独自)」として普通の露出状態の場合では

5N/mm2と規定している3)。防寒養生の終了時期は、工事

仕様書に基づき基準値を5N/mm2としたが、試験施工の

結果から、中壁のような壁両面が冷却される温度条件や

0℃以下の履歴を受けるような温度条件では充填材料の

長期強度が担保されないこと、および電熱ヒータのみで

は、孔内温度を+5℃以上保持できないことが確認された。

このため、防寒時期前までに中壁の施工は完了させるこ

ととし、側壁の施工における防寒養生の方法について再

度検討した。 
 
(3)   新たな防寒養生方法の発案 
 電熱ヒータのみでは充填材料の温度を+5℃以上を継続

的に確保できなかったため、新たに熱供給できる方法を

検討した。検討の結果、防寒養生を2段階でおこなうこ

とした。充填材料については、オイルカイロ、除湿材、

スポンジおよびストローを用いた防寒養生の方法を発案

した(図-11)。この方法により、24時間以上継続して孔内

温度を約+10℃とすることが可能となった。また断面修

復材料については、電熱ヒータはコンクリート表面を約

+20℃で継続的かつ安定的に養生が可能であることから、

断面修復工で使用することした(図-12)。発案した防寒養

生の特徴はa) からd)のとおりである(図-16)。 
a)オイルカイロと除湿材による結露防止 

   オイルカイロが発熱時に発生する水分によりカイ

ロ内のバーナーが結露して消火してしまうため、

水分を吸収する除湿材をカイロとともに入れるこ

とによって結露発生を防止した(図-11)。 
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図-12  発案した断面修復材料の防寒養生 

(a)   オイルカイロと除湿材 (b)   孔内温度 

(a)   ﾏｼ ｯ゙ｸﾃー ﾌ゚ による固定 (b)   電熱ﾋー ﾀによる防寒養生

図-13  電気毛布等による保温養生 

(a)   PHb保温状況 (b)   保温温度 

図-11  発案した充填材料の防寒養生 

 図-14  圧縮強度の比較(充填材料) 

  図-15  圧縮強度の比較(断面修復材料) 

b)スポンジとストローによる酸欠防止 
   オイルカイロが発熱時に発生する二酸化炭素によ

って酸欠となり消火してしまうため、ストローに

より二酸化炭素と酸素を吸排気させ酸欠を防止し

た(図-11)。 
c)マジックテープによる電熱ヒータの固定 

   マジックテープをコンクリート壁面に張り付ける

方法により電熱ヒータを固定させ、電熱ヒータの

発熱をコンクリート壁表面に直接伝導させること

を可能とした。また取付け取外しが可能となるた

め、電熱ヒータの反復使用を可能とした(図-12)。 
d)電熱ヒータによるCO2排出量およびコストの縮減 

   電熱ヒータの使用により、従来の防寒養生の方法

と比べCO2排出量を約88%縮減した。また防寒養生

にかかる仮設コストを約350万円縮減した(図-12)。 
 
(4)   PHbの保温養生 
 鋼製のPHbは冷気により低温となり易いため、孔内の

温度管理や充填材料の防寒養生だけでなく、PHb自体の

温度管理にも配慮する必要があった。現地施工に際して

は電気毛布およびブルーシートで2重に囲い、24時間保

温養生してから施工することとした(図-13)。保温養生さ

れたPHb温度は約+20℃であり電気毛布から1本毎取り出

して迅速に孔内に挿入した。なお防寒養生を必要とする

PHbの施工本数は7,490本となり、全体の約60％を占めた。 
 
(5)   充填材料および断面修復材料の温度管理基準 
 充填材料および断面修復材料のカタログ2),4)では+5℃以

上での使用を定めているが、前述のとおり、冷凍コンテ

ナによる試験施工の結果、充填材料が0℃以下の履歴を

受けた場合では、強度発現が低下することが確認された。

このため、家庭用冷蔵庫を用いて0℃以上+5℃以下の恒

温条件を再現し、両材料において不利となる温度履歴を

与えて圧縮強度試験をおこなった。その結果を図-14お
よび図-15に示す。両図より、0℃以上+5℃以下の温度履

歴を受けた両材料は、カタログに記載されている参考値

と同等の強度が確認できた。したがって、両材料の温度

が0℃以下とならぬよう温度管理基準を+5℃以上と定め

た。また両材料の圧縮強度が5N/mm2以上発現するまで

の期間を防寒養生期間とし、充填材料は1日間、断面修

復材料は2日間を防寒養生期間とした。 
 

4.  積雪寒冷地におけるPHb工法の施工方法 

(1)   防寒養生の方法 
 防寒養生の方法を図-16に示す。赤色で示した部分が

新たに発案した積雪寒冷地における防寒養生の方法であ
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図-16   防寒養生の施工方法5) 

図-17  防寒養生の温度測定結果の一例(充填材料) 

図-18  防寒養生の温度測定結果の一例(断面修復材料) 

※断面修復材料の防寒養生期間：2日間
※温度管理基準値：5℃以上

※防寒完了基準値：5N/mm2以上

電熱ヒータによる断面修復材料の
防寒養生

① レーダー探査等による
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る。施工中における防寒養生の温度測定結果の一例を

図-17および図-18に示す。両図のとおり、新たに発案さ

れた防寒養生によって適正に温度管理をおこなうことが

出来た。 
 

5.  まとめ 

本報文をまとめると以下のとおりである。 
① PHb工法は、せん断耐力のみを増加させる工法と

して有用であり、従来工法と比べ建設コストの縮

減が可能である。 
② PHb工法において防寒養生をおこなう場合は、触

媒カイロと電熱ヒータ等の併用が有用であり、従

来の防寒養生と比べ仮設コストおよびCO2の縮減

が可能である。但し施工箇所の温度環境を事前に

把握し、その適用性を現地で確認する必要がある。 

6  おわりに 

公共工事のコストを縮減させる手段として新技術を積

極的に採用し活用するためには、発注者と工事施工者が

ともに協働して施工検討することが重要である。しかし

過去の施工実績が少ないことや現場条件に合致しにくい

等の理由により採用までには至らないケースもあり、新

技術が広く一般的に活用されるまでには時間を要する。

特に北海道での適用は、積雪寒冷地という条件がさらに

付せられる。 
本報文で紹介した新技術PHb工法は、施工性および経

済性に優位であるという理由で発注者が採用したが、そ

の新技術を積雪寒冷地で適用させるためには、北海道の

地域性、環境特性を熟知した工事施工者の知恵と協力が

必要であった。また同工法を開発した企業におかれては、

積雪寒冷地での適用に配慮した技術の発展を期待する。 
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